




























HIRAGA Akihiko：Aspects of Change in Various Areas in Wartime Economic System Transition Period: From Ru-




















































1936年 100 100 100
1937年 105 130 111
1938年 112 167 140
































































































































5 千人，44年には502万人，そして45年には430万 8 千人まで激減していたのである（15）。
　同様の趨勢を兼業農家の推移で見てみると，次のような特徴となって現れる。36年の
戸数は142万 1 千戸で，総農家に占める割合は25. 4 ％であった。それが38年頃から増え
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1936年 33,282 49,933 102,215
37 75,349 63,460 120,809
38 75,578 98.094 173,672
39 68,756 67,094 133,850
40 66,464 75,198 141,662
41 63,056 167,129 230,185
42 80,159 211,965 292,124
＊日本勧業銀行総務部総務課　前掲書
46  平賀　明彦
たのである（19）。これら地目変換の累計は，この 7 年間で田がおよそ 4 万 6 千町余り，畑
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13 楠本雅弘 ・ 平賀明彦編前掲資料集
14 山下粛郎前掲書
15 東京大学社会科学研究所編前掲書
16 日本勧業銀行総務部総務課前掲書
17 この点の見通しについては，前掲拙著でも触れておいた。
18 日本勧業銀行総務部総務課前掲書。次の引用も同じ。
19 軍需用地として農耕地が転用される実例については，前掲拙稿「昭和恐慌回復過程での農
工間隔差と農業基盤への影響」で大阪府の事例を検討した。
20 日本勧業銀行総務部総務課前掲書。
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